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令 和 ６ 年 度 事 業 報 告 書 

（令和６年４月１日から令和７年３月 31 日まで） 

 
令和６年度は、当研究所の目的を達成するため東京消防庁及び関係各機関の協力を

得て、各事業の積極的な推進に努めました。 

 
Ⅰ 防災推進事業（公益目的事業） 

Ａ．普及啓発事業 

１ 講師派遣事業 

行政機関や各種団体等から講師派遣の依頼があり、18 件（24 回）の講師派遣を行

いました。 

依頼者の内訳は、行政機関７件（11 回）、消防機関・消防関係団体４件（５回）、  

教育機関１件（１回）、団体４件（４回）、町内会２件（３回）でした。 

講師として、当研究所の役員及び職員を派遣しました。 

 

[行政機関] ７件（11 回） 

主  催 内 容 講演・研修タイトル 回数 

厚生労働省 

関東信越厚生局 
講 演 

「大規模災害から命を守るための行動と備

え」 
１ 

埼玉県 

さいたま市中央区 
講 演 

中央区防災リーダースキルアップ講座 

「再興！地域の防災力を高めるためには」 
１ 

埼玉県 

さいたま市西区 
講 演 

西区防災セミナー 

「阪神・淡路大震災から 30 年～地域の自主

防災活動と避難所初期の感染症対策～」 

１ 

東京都 講 演 

企業防災アドバイザー派遣事業 

「事業所の防災減災対策と災害後の事業継

続計画について考える」 

１ 

東京都江東区 講 演 

江東区災害対策連絡協議会 

「災害協力隊の活動を考える～大地震時に

活動できる災害協力隊づくり～」 

１ 

 講 演 
都市整備部住宅課 

「高齢者住宅における地震、災害の備え」 
１ 

 講 演 
福祉会館 

「高齢者が災害から生き延びるには」 
２ 

東京都大田区 講 演 
大田区防災講演会 

「くらしの中の防災対策」 
１ 
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主  催 内 容 講演・研修タイトル 回数 

東京都江戸川区 講 演 

江戸川総合人生大学 

「迫りくる首都直下地震に備える～自助の

備えが命と暮らしを守る」 

１ 

東京都西東京市 講 演 

西東京市防災講演会 

「阪神・淡路大震災から 30 年～再興！地域の

防災力を高めるためには～」 

１ 

 

[消防機関・消防関係団体] ４件（５回） 

主  催 内 容 講演・研修タイトル 回数 

野田市消防防災協会 講 演 

「火災の怖さを知り大規模地震から事業所

を守る～大規模地震から命を守る備えと行

動は～」 

１ 

東京消防庁 

（公財）東京連合防火協会 
講 演 

自主防災組織育成講習会「過去の災害から

学ぶ首都圏の風水害対策～大規模水害に備

える自主防災組織づくり～」 

２ 

麹町消防署 講 演 
「火災の怖さを知り大地震から事業所守る

～大地震から命を守る備えと行動は～」 
１ 

愛知県名古屋市 

熱田区危険物安全協会

熱田区防火管理者協議会 

講 演 「地域の災害リスクと備え」 １ 

 

[教育機関] １件（１回） 

主  催 内 容 講演・研修タイトル 回数 

杏林大学保健学部 講 演 
救命救助法「火災・地震・水害から命を守る

～自然災害等の基本を知り命を守る」 
１ 

 

[団体] ４件（４回） 

主  催 内 容 講演・研修タイトル 回数 

日枝神社葵会 

（敬神婦人会） 
講 演 

「迫りくる首都直下地震に備える～自助の

備えが命と暮らしを守る～」 
１ 

公益社団法人 

東京都世田谷区歯科医師会 
講 演 

「大規模地震への備えと発災時の行動～ 

歯科医院と自宅の備えは大丈夫ですか～」 
１ 

渋谷区シニアクラブ連合会 
講 演 

ワークショップ 
防災の基礎知識・避難所ワークショップ １ 

横浜市栄区 

飯島小学校地域防災拠点

運営委員会 

講 演 

ワークショップ 

避難所研修 

講義「避難所の開設・運営を考える」 

ワークショップ「避難所運営図上訓練」 

１ 
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[町内会] ２件（３回） 

主  催 内 容 講演・研修タイトル 回数 

袖ヶ浦市自治連絡協議会 講 演 
「地震が起きた時、自治会でどう活動する

か」 
１ 

神田淡路会 

（東京都千代田区） 
講 演 

「命や暮らしを自然災害から守るには～ 

家庭や地域での防災対策～」 
１ 

 講 演 
「気候変動がもたらす可能性がある風水害

に向けた備えや対策」 
１ 

 

２ 研修会・セミナーの開催事業 

被災地スタディツアー2024 in 阪神・淡路 

～ 阪神・淡路大震災から 30 年を契機に改めて大震災の教訓を学ぶ ～ 

開 催 日：令和６年 11 月 18 日（月）～19 日（火） 

          オプション（２泊３日コース）：20 日（水）まで 

見学場所：北淡震災記念公園、明石海峡大橋、神戸市長田区新長田地区 

     人と防災未来センターなど 

（オプション）阪神高速先進技術研究所 震災資料保存庫 

参加人数：15 名（事務局除く） 

 

３ 防災行事への参加事業 

第 45 回九都県市合同防災訓練（埼玉県会場） 

令和６年度埼玉県・日高市総合防災訓練に出展 

日 時：令和６年 10 月 20 日（日） ９時～13 時 

場 所：日高総合公園（日高市大字高萩 1500 番地） 
内 容：ランプづくり体験 

 

４ 防火防災図書等の頒布事業 

⑴ 防災用品及び防災教育教材の開発及び頒布事業 

当研究所が開発した防災用品や防災教育教材を頒布しました。 

○ ＳＢＫけむりフード説明書                  10,000 枚 

〇 ＳＢＫけむりフード                        100 個 

○ ＳＢＫ投てき水パック（家庭常備用）                            13 個 

○ ＳＢＫ投てき水パック（訓練用）                 27 個 

○ 防災ゲーム「ぼうさい駅伝」セット                17 個 

○ 防災ゲーム「ぼうさい駅伝」（カードのみ）              4 個 
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⑵ 防火防災図書等の出版及び頒布事業 

役職員が執筆又は監修した書籍等を頒布しました。 

○ うちのマンション大丈夫？家族で助かる地震対策マニュアル      1 冊 

 

５ 情報提供事業 

⑴ インターネットを活用した情報提供 

当研究所の活動紹介や災害時に役立つアイデア等をホームページ、facebook 等で

積極的に情報発信しました。 

・ホームページ訪問者数  80,707 件（月平均：6,726 件） 

⑵ マスメディア等への情報提供 

報道機関等からの取材や出演、執筆依頼等にも積極的に応じて情報提供を行いま

した。 

情報提供の内訳は、出演 126 件、取材 22 件、監修 4件でした。 

 

[テレビ出演等の主な内容] 

内  容 件 数 

岩手県大船渡市大規模林野火災 15 件 

文京区マンション火災 8 件 

埼玉県八潮市道路陥没事故 8 件 

札幌市ススキノ爆発火災 7 件 

岡山県・愛媛県で相次ぐ林野火災 7 件 

各地で火災相次ぐ 5 件 

大阪・通天閣商店街火災 5 件 

 

[新聞社等の取材・監修] 

依 頼 種別 内  容  等 

公明新聞 

4 月 30 日（火） 
取材 防災対策多様性に配慮を 

北海道新聞 

7 月 5 日（金） 
取材 北海道・幌加山で林野火災 

静岡新聞 

7 月 6 日（土） 
取材 静岡県吉田町・工場火災 4 年 殉職 4人追悼 

夕刊フジ 

8 月 9 日（金） 
取材 南海トラフ地震への備え 
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依 頼 種別 内  容  等 

地域新聞 

8 月 30 日（金） 
取材 

「防災の基本のき」 

「避難所で必要な＋αの心構え」 

観光経済新聞他 

9 月 23 日（月） 
取材 

専門誌 5社共同キャンペーン 

「新潟中越地震～大災害からの復興・教訓」 

季刊農村ニュース 

10 月 1 日（火） 
取材 「日常に災害への備えを～大災害の教訓から」 

毎日新聞 

12 月 17 日（火） 
取材 新橋ビル爆発火災 

朝日新聞 

2 月 5 日（水） 
取材 埼玉県八潮市道路陥没から一週間 

日本経済新聞 朝刊 

2 月 28 日（金） 
取材 岩手県大船渡市大規模林野火災 

読売新聞 

3 月 17 日（月） 
取材 東京消防庁消火用ドローン 

集英社 取材 
週刊プレイボーイ 2024 年 5 月 20 号 

「メガソーラー火災の恐怖」 

株式会社ドラッグマガジン 取材 
月刊ことぶき 2024 年 6 月号 

「豪雨災害に今から備える」 

 取材 
月刊ことぶき 2025 年 3 月号 

「今から始める防災生活」 

東京電力 取材 
東京電力グループ報 2025 年 3 月号 

VOICE「防災は日常の中に－命を守る備えと知識」 

株式会社研友企画出版 監修 

介護者向け情報サイト「MySCUE」 

「大地震はいつきてもおかしくない！今すぐ家

庭でできること・覚えておきたいこととは？」 

日本防災士機構 監修 
2025 年度版 防災士教本 

第 15 講 地震・津波への備え 

 監修 
2025 年度版 防災士教本 

第 16 講 風水害・土砂災害等への備え 
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６ 調査研究事業 

災害現地調査の実施や専門研究会を開催して、調査研究を実施しました。 

⑴ 災害調査 

〇 令和６年能登半島地震（石川県輪島市・珠洲市） 

〇 東京都北区局地的大雨（東京都北区） 

⑵ 専門研究会 

○ 防災ゲーム研究会（４回） 
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Ｂ．防災に関する人材の育成支援事業 

自治体等から地域防災力の向上又は災害時の対応能力の向上を目的とした研修や

訓練等の企画・運営業務を受託し、防災に関する人材育成に努めました。 

 

〇 板橋区防災セミナー運営委託（東京都板橋区）（42 回） 

〇 北区防災セミナー運営委託（東京都北区）（36 回） 

〇 自主防災組織の底力向上のための講演会・WS 運営委託（東京都葛飾区）（48 回） 

〇 マイ・タイムライン講習会等実施支援業務委託（東京都大田区） 

（講習会 6回、一般向け出前講座 16 回、小中学生向け出前講座 10 回） 

〇 マイ・タイムライン普及業務委託（東京都北区）（12 回） 

〇 コミュニティ・タイムライン作成支援業務委託（東京都北区）（２地区） 

〇 中学生防災学校における防災講話実施委託（東京都北区）（10 校） 

〇 北区避難所開設訓練の運営委託（東京都北区）（16 回） 

〇 北区福祉避難所開設訓練の運営委託（東京都北区） 

○ 避難所開設運営訓練業務委託（東京都江東区）（７校） 

〇 学校避難所運営支援委託業務（東京都葛飾区）（４校） 

〇 麻生区地域防災事業支援業務委託（川崎市麻生区） 

〇 立川市図上防災訓練実施支援業務委託（東京都立川市） 

〇 足立区震災対応図上訓練支援業務委託（東京都足立区） 

〇 宮前区防災推進員養成研修及びフォロー研修実施業務委託（川崎市宮前区） 

○ 安全文化シンポジウムにおける運営支援の業務委託（東京消防庁） 

○ メイフェアパークス溝の口震災対応マニュアルの作成支援 

〇 テイケイ株式会社「止血・止血帯処置講習」 

（新任教育向け受講者：1,973 人、指導者向け受講者：15 人） 

 

※カッコ内の回数は、研修又は訓練等の実施回数等を示す。 
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Ｃ．その他、法人の目的達成のために必要と認められる事業 

行政機関等が主催する委員会等への参画 

役員及び職員が、行政機関等からの依頼により委員会等に参画しました。 

⑴ 池上理事 

○ 東京都防災会議委員 

○ 東京都火災予防審議会委員 

○ 東京都港区防災会議委員 

○ 東京都国立市防災会議委員 

〇 東京消防庁 地域の防火防災功労賞選考委員 

○ 東京消防庁 災害時支援ボランティア運営委員会委員 

〇 国土交通省 無電柱化推進のあり方検討委員会委員 

○ 公益財団法人日本防炎協会 編集委員会委員 

○ 一般財団法人日本消防設備安全センター フェスク編集委員会委員 

○ 一般社団法人全国消防機器協会 社会貢献委員会委員 

⑵ 重川理事 

○ 東京都昭島市防災会議委員 

⑶ 江原事務局長 

○ 公益財団法人東京防災救急協会 助成事業選考委員会委員 

○ 一般社団法人日本損害保険協会 

第 21 回「小学生のぼうさい探検隊マップコンクール」一次審査員 

○ 一般社団法人東京防災設備保守協会 防災センター要員講習等運営委員会委員 

⑷ 奥田特別研究員 

○ 東京都住宅防火対策推進会議委員 
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Ⅱ 財団の管理運営 

評議員会及び理事会の開催 

⑴ 評議員会 

ア 令和６年度第１回臨時評議員会（4月 17 日、決議の省略） 

第１号議案 理事辞任に伴う補欠選任の件 

第２号議案 評議員辞任に伴う補欠選任の件 

 

イ 令和６年度定時評議員会（6月 27 日） 

第１号議案 議事録署名人選出の件 

第２号議案 令和５年度事業報告及び計算書類等の承認の件 
第３号議案 任期満了に伴う評議員選任の件 

 

⑵ 理事会 

ア 令和６度第１回臨時理事会（4月 10 日、決議の省略） 

第１号議案 令和６度第１回臨時評議員会の開催の件 

 

イ 令和６年度第１回定例理事会（6月 3日） 

第１号議案 令和５年度事業報告及び計算書類等の承認の件 

第２号議案 令和６年度定時評議員会招集の件 

報告 事 項  理事長の職務執行状況の件 

 

ウ 令和６年度第２回定例理事会（3月 28 日） 

第１号議案 令和７年度事業計画書及び収支予算書等の承認の件 

第２号議案 給与規程の一部改正の件 

第３号議案 就業規則の一部改正の件 

第４号議案 育児・介護休業等に関する規程制定の件 

報 告 事 項  

・内閣府立入検査の実施結果の件 

・公益法人制度の改正並びに公益会計基準の見直しへの対応の件 

・理事長の職務執行状況の件 
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事業報告の附属明細書 

 

令和６年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」

第 34 条第３項に規定する附属明細書の「事業報告の内容を補足する重要な事項」は

ありません。 


